
(27)　営業所一覧（更新）
別紙二（２）

「主たる営業所」及び「従たる営業所」の欄は、それぞれ本店、支店又は常時建設工事の請負契約を締結

する事務所のうち該当するものについて記載すること。

て記載すること。

しようとする建設業を、許可申請書の記載要領６の表の（ ）内に示された略号により、一般と特定に分け

（用紙Ａ４）

「営業しようとする建設業」の欄は、許可を受けている建設業のうち左欄に記載した営業所において営業

南砺営業所
〒９３９－１５３２
富山県南砺市寺家３３０
０７６３－２２－３５４７

〒９３０－８５０１
富山県富山市新総曲輪１－７
０７６－４３１－４１１１

営　業　所　一　覧　表　（　更　新　）

営業しようとする建設業

２

１

従
　
た
　
る
　
営
　
業
　
所

特定 一般

土、と 塗、園
主
た
る

営
業
所

富山県庁建
設（株）
本店

土、と

所在地（郵便番号・電話番号）営業所の名称
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ウラ表紙 オモテ表紙 （Ａ３版　二つ折り又は切り離して使用）

－ － 15

譲
渡
人
等

の
届
出

（変更届）

許　可
年月日

許
可
番
号

富山県知事許可 般

令和 2 年 4 月

電話番号

Ｆ Ａ Ｘ

０７６－４４４－３３１２

０７６－４４２－７９５４

総務課長　立山　三郎担当者名

主たる営業所所在地

商号又は名称

2

第 123456 号

代 表 者 氏 名

富山市新総曲輪１－７

令和

富山県庁建設株式会社

代表取締役　富山　二郎

建設業許可に係る変更等届出書

12

月4年
許　可
年月日

富山県知事許可

第 123456

2般 2

日2

4-1 4-2

（あてはまる数字に○を記入すること。）

経
管
者

専
　
任

技
術
者

決
　
算

1

14

届出事項

商
　
号

営
業
所

資
本
金

5 6 7 8

令
３
条

使
用
人

1

9 10 11
許
可
番
号

13

号

法
　
人

役
　
員

法
　
人

代
表
者

1

日

3

非閲覧用

97

廃
業
届

健
康
保
険

等
個
　
人

氏
　
名

支
配
人

使
用
人
数

定
　
款

非閲覧用の書類の表紙には、「非閲覧用」と朱書き



例⑦　取締役の辞任

例①　商号の変更

例③　所在地の変更

所在地 ○○市○○１－２－３ ○○市◇◇２－３－４ R2. 8. 4

例②　代表者の変更

代表者 ○○　○○

商号 株式会社　○○組 株式会社　○○建設 R2. 8. 4

常勤役員等（経営
業務管理責任者） ●●　■■ ■■　●● R2.7.1 交替

例⑥　常勤役員等（経営業務の管理責任者）である取締役の辞任、就任

役員等の氏名 ●●　■■

専任技術者 ●●　×× ― R2. 7.31 Ｄ営業所

専任技術者 ●●　■■ ●●　×× R2. 7.31 Ｅ営業所

例⑪　営業所の業種廃止　＆　専任技術者の削除、交替

営業所の業種の廃止 建、園 建 R2. 7.31 Ｄ営業所

営業所の業種追加 土 土、園 R2. 8. 4 Ｃ営業所

専任技術者 ●●　■■ R2. 8. 4 Ｃ営業所

常勤役員等（経営
業務管理責任者） ●●　▲▲ ●●　■■ R2.7.1 交替

例⑩　営業所の業種追加　＆　専任技術者の担当業種・有資格区分の変更

例⑨　常勤役員等（経営業務の管理責任者）の辞任、就任

役員等の氏名 ○○　▲▲ － R2.7.1 取締役辞任

役員等の氏名 － ○○　▲▲ R2.7.1 取締役就任

例⑧　取締役の就任

■■　●● R2.7.1 取締役辞任、就任

建設業法施行令
第３条に規定する
使用人

●●　▲▲ ― R2. 7. 31 Ｂ営業所

専任技術者 ●●　▲▲ ― R2. 7. 31 Ｂ営業所

例⑤　営業所の廃止（令３条使用人と専任技術者を兼任）

営業所の廃止 Ｂ営業所 ― R2. 7. 31

建設業法施行令
第３条に規定する
使用人

― ●●　◆◆ R2. 8. 4 Ａ営業所

専任技術者 ― ●●　◆◆ R2. 8. 4 Ａ営業所

例④　営業所の新設（令３条使用人と専任技術者を兼任）

営業所の新設 ― Ａ営業所 R2. 8. 4

(28)様式第二十二号の二（第八条、第九条関係）

記

届　出　事　項 変　　更　　前 変　　更　　後 変更年月日 備　　　　　考

○○　◇◇ R2. 8. 4

変更届出書 記載例
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ウラ表紙 オモテ表紙 （Ａ３版　二つ折り又は切り離して使用）

－ －

（申請書）

許
可
番
号

富山県知事許可
特
般 2 許

可
番
号

富山県知事許可
特
般 2

申 請 区 分

譲
渡
及
び

譲
受
け

合
併

1 2 3 4

第 123456 号 第 123456

99

許　可
年月日

令和 2 年
許　可
年月日

令和 2 年 12 月 8 日 8 日 （あてはまる数字に○を記入すること。）

非閲覧用

建設業認可申請書

12 月

号
相
続

分
割

主たる営業所所在地 富山市新総曲輪１－７

商号又は名称 富山県庁建設株式会社

代 表 者 氏 名 代表取締役　富山　二郎

担当者名 総務課長　立山　三郎

電話番号 ０７６－４４４－３３１２

Ｆ Ａ Ｘ ０７６－４４２－７９５４

『許可年度』
・認可後の許可年月日の年度を記入する。

例：許可年月日が令和２年12月８日の場合には、

「２」を記入する

『許可番号』

・引き続き使用する許可番号を記入する。

『許可年月日』

「１：譲渡及び譲受け」：譲渡及び譲受け年月日（譲渡及び譲受け認可申請書（様式第二十二号の五）の項番03）を記入する。

「２：合併」：合併年月日（合併認可申請書（様式第二十二号の七）の項番03）を記入する。

「３：分割」：分割年月日（分割認可申請書（様式第二十二号の八）の項番03）を記入する。

「４：相続」：被相続人の死亡日（相続認可申請書（様式第二十二号の十）の項番03）を記入する。

非閲覧用の書類の表紙には、「非閲覧用」と朱書き



行政庁側記入欄
許可年月日

解

資本金額又は出資総額 法人番号

1.法人
2.個人 , ,

１．有
２．無

許可年月日

富山市

０７６－４４２－７９５４

土石販売業、飲食業

日
富山県知事 特

年 月号 令和）第6
国土交通大臣

許可（
般

－

5 10 11 13 15

許 可 番 号 １ ８ 1

（ ）

大臣
コード

知事
3

2 3 4

3
建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 １ ７ 1

0 0 1 0 0 10 （千円） 7 2 3 02 0 0 0

25

法人又は個人の別 １ ６ 1 （ ）

13 15 203 4 5 10

6

フ ァ ッ ク ス 番 号

4 4 － 3 3 1電 話 番 号 0 7 6 － 40 － 8 5 0 1郵 便 番 号 １ ５ 9 3

3 5 6 10 15 20

25 30 35 40

7総

23

曲 輪 1 －

20

1 6 2 0

譲渡及び譲受け後
の主たる営業所の
所 在 地

１ ４ 新

譲渡及び譲受け後
の主たる営業所の
所 在 地 市 区 町 村
コ ー ド

3 5

市区町村名

3 5 10 15

富山県１ ３

二 郎

1 都道府県名

3 5 10
支配人の氏名

代 表 者 又 は
１ ２ 富 山

個 人 の 氏 名

ヤ マ ジ ロ ウ
代 表 者 又 は 個 人
の氏名のフリガナ

１ １ ト ミ

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

）県 庁 建 設 （ 株商 号 又 は 名 称 １ ０ 富 山

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

ツチ ョ ウ ケ ン セ

20

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

０ ９ ト ヤ マ ケ ン

3 5 10 15

30

０ ８

251510認可申請時におい
て 許 可 を 受 け て
い る 建 設 業

3 5

1

園 井 具 水 消 清塗 防 内 機 絶 通鋼 筋 舗しゆ板 ガと 石 屋 電 管 タ
＜譲受人に関する事項＞

譲渡及び譲受け後に
営業しようとする
建 設 業

土 建 大 左

０ ７ 1

富山県知事 特
号0 1 2 3 4 5許可（

般
－ ）第

3 5 10

引き続き使用する
許 可 番 号

０ ６ 1 6
国土交通大臣

譲渡及び譲受け
の 価 格

０ ５ ０円

大臣
コード

知事

譲渡及び譲受け
の 理 由

０ ４
法人成りのため。

0 3 4 月
譲渡及び譲受け
年 月 日

日

0 1 日

3 5 7

年

０ ３ 令和 年 0

月認 可 申 請 年 月 日 ０ ２ 令和

日
富山県知事 特

3 5 7

年 月号 令和）第6
国土交通大臣

許可（
般

－

5 10 11 13 15

許 可 番 号 ０ １ 1

大臣コード
知事

項 番 3

地方整備局長
北海道開発局長

富山県知事 殿 譲受人

この申請書により、建設業の譲渡及び譲受けの認可を申請します。
この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

令和　　　３年　　　２月　　　１日

申請者 譲渡人

　富山県富山市舟橋北町１－１１
　　富山県庁技術企画
　　　　　　　　　　代表　　富山　二郎
　富山県富山市新総曲輪１－７
　　富山県庁建設株式会社
　　　　　　　代表取締役　富山　ニ郎

（29）様式第二十二号の五（第十三条の二関係） （用紙Ａ４）

０ ０ 1 ０ 1

譲　渡　及　び　譲　受　け　認　可　申　請　書
（第１面）

１.一般

２.特定

０ ３

１.一般

２.特定

事実上の所在地と登記上の所在地と異なる場合は、申請書のみ２段書き
（登記上） ○○県○○市・・・・・・・・
（事実上） 富山県○○市・・・・・・・・

法人の種類を表す文字については、以下の略語
を記入する。
株式会社：（株）、特例有限会社：（有）
合名会社：（名）、合資会社：（資）
合同会社：（合）、協同組合：（同）
協業組合：（業）、企業組合（企）

枠内は記入しない

【押印する場合には】
法人は法務局に登録している
代表者印
個人は実印

■項番03「譲渡及び譲受
け年月日」欄に記載した日
から30日前までに申請する
こと。
※これより遅くなる場合に
は、係員にご相談ください。

提出書類である『譲渡及び譲受けに関する
契約書（写）』に記載されている【事業譲渡
の効力発生日】を記入すること。

提出書類である『譲渡及び譲受けに関する
契約書（写）』に記載されている【事業承継の
対価】を記入すること。

【譲渡人が有する許可番号】又は、譲受人が既
に富山県知事許可業者である場合には【譲受人
が有する許可番号】のいずれかを記入すること。

該当する業種の下に
一般建設業：１
特定建設業：２

・濁音又は半濁音を表す文字については、濁点又は半濁点を含めて１文字として記入す
る。

姓と名の間は1文字空ける
個人事業で支配人登記して
いる場合のみ記入

P41[富山県市町村コード番
号」のコードを記入

・市区町村コードによって表される市区町村名に続く町名、街区符号及び住居番
号等を記入
・「丁目」、「番」及び「号」は「－」（ハイフン）を用いて記入
・登記上と事実上で異なる場合は、事実上の所在地を記入

左詰めで記入

右詰めで記入

法人の申請者は国税庁長
官から指定された１３桁の
法人番号を記入する。（個
人事業主は記入不要）
国税庁法人番号公表サイ
ト
http://www.houjin-
bangou.nta.go.jp/

建設業以外に営業している
業務があれば記入

譲受人が建設業許可業者である場合に記入
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解

資本金額又は出資総額 法人番号

1.法人
2.個人 , ,

１．有
２．無

許可年月日

役員等、営業所及び営業所に置く専任の技術者については別紙による。

連絡先

富山県 富山市

所属等　　　　　　　　総務課 氏名　　　　　　立山　三郎 電話番号　　０７６－４４４－３３１６

ファックス番号　０７６－４４２－７９５４

日
富山県知事 特

年 0 0 64 5 号 平成 3 00 1 2 3 3 月許可（
般

－ ）第

11 13 15

許 可 番 号 ２ ９ 1 6
国土交通大臣

大臣
コード

知事
3 5 10

3
建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 ２ ８ 2 （ ）

（千円）

25

法人又は個人の別 ２ ７ 2 （ ）

13 15 203 4 5 10

6

フ ァ ッ ク ス 番 号

4 4 － 4 4 4電 話 番 号 0 7 6 － 40 － 0 0 9 6郵 便 番 号 ２ ６ 9 3

3 5 6 10 15 20

25 30 35 40

1 1橋

23

北 町 1 －

20

1 6 2 0

主 た る 営 業 所 の
所 在 地

２ ５ 舟

主 た る 営 業 所 の
所 在 地 市 区 町 村
コ ー ド

3 5

市区町村名

3 5 10 15

２ ４

二 郎

1 都道府県名

3 5 10
支配人の氏名

代 表 者 又 は
２ ３ 富 山

個 人 の 氏 名

ヤ マ ジ ロ ウ
代 表 者 又 は 個 人
の氏名のフリガナ

２ ２ ト ミ

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

県 庁 技 術 企 画商 号 又 は 名 称 ２ １ 富 山

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

クギ ジ ュ ツ キ カマ ケ ン チ ョ ウ

5 10 15 20

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

２ ０ ト ヤ

井 具 水 消 清

１ ９ 1

防 内 機 絶 通 園筋 舗しゆ板 ガ 塗石 屋 電 管 タ 鋼
譲 り 渡 す
建 設 業

土 建 大 左 と

1

3

（用紙Ａ４）

（第２面）

＜譲渡人に関する事項＞

２ ９

１.一般

２.特定

譲渡人が有する許可業種
すべてを記入すること。

・濁音又は半濁音を表す文字については、濁点又は半濁点を含めて１文字として記入する。
・株式会社等法人の種類を表す文字については、フリガナは記入しない。

姓と名の間は1文字空ける 個人事業で支配人登記して
いる場合のみ記入

P41[富山県市町村コード番
号」のコードを記入

・市区町村コードによって表される市区町村名に続く町名、街区符
号及び住居番号等を記入
・「丁目」、「番」及び「号」は「－」（ハイフン）を用いて記入
・登記上と事実上で異なる場合は、事実上の所在地を記入

左詰めで記入

譲渡人が有する許可情報を記入すること。

複数の許可を受けている場合は、最も古い
許可の年月日を記入

必ず担当者の氏名を記入
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（30）別紙二（※相続の場合は「別紙一」）

行政庁側記入欄

許可年月日

フリガナ

（従たる営業所）

フリガナ

（都道府県名）

（従たる営業所）

フリガナ

（都道府県名）

と す る 建 設 業
（

１．一般
２．特定

）

消 清 解
営 業 し よ う

8 8

絶 通 園 井 具 水板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 舗しゆ土 建 大 左 と 石 屋 電

電 話 番 号－郵 便 番 号 8 7

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

従たる営業所の
所 在 地

8 6

5 10 15 20

内
　
　
容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

市区町村名

3

8 5 都道府県名

23 25 30 35 40

従 た る 営 業 所 の
8 4

名 称

3 5 10 15 20

と す る 建 設 業
（

１．一般
２．特定

）

2

消 清 解
営 業 し よ う

8 8 2

絶 通 園 井 具 水板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 舗しゆ

7

土 建 大 左 と 石 屋 電

2 2 － 3 5 4電 話 番 号 0 7 6 3 －9 － 1 5 3 2郵 便 番 号 8 7 9 3

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

3 3 0
従たる営業所の
所 在 地

8 6 寺 家

富山県 市区町村名 南砺市
3 5 10 15 20

1 6 2 1 0 都道府県名

内
　
　
容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

8 5

営 業 所
従 た る 営 業 所 の

8 4 南 砺名 称

ナントエイギョウショ
3 5 10 15 20

１．一般
２．特定

）
と す る 建 設 業

（

112

具 水 消 清 解
営 業 し よ う

8 3 2

内 機 絶 通 園 井舗しゆ板 ガ 塗 防屋 電 管 タ 鋼 筋土 建 大 左 と 石

（主たる営業所）

トヤマケンチョウケンセツ　　ホンシャ
主たる営業所の
名 称 富山県庁建設（株）　本社

月 日号 令和 年第
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
富山県知事 特

10 11 13 15

許 可 番 号 8 2 1 6

大臣コード
知事

項 番 3 5

（用紙Ａ４）

営業所一覧表

項 番 3

区 分 8 1 1
・建設業を営む営業
所を統括し、指導監
督する権限を有する
１か所の営業所を指
す
・名目上の本社、本
店等であってもその
実態を有しないもの
は該当しない

P41[富山県市町村
コード番号」のコー
ドを記入

・主たる営業所以外

で建設業を営む営

業所を記入

・該当する営業所

がない場合には、

余白
に「該当なし」と記
入

商号は記入しない
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行政庁側記入欄
許可年月日

解

資本金額又は出資総額 法人番号

, ,
2 3 40 0 1 0 0 10 （千円） 7 2 3 02 0 0 0

25

資 本 金 額 等 １ ６

13 15 204 5 10

6

フ ァ ッ ク ス 番 号

4 4 － 3 3 1電 話 番 号 0 7 6 － 40 － 8 5 0 1郵 便 番 号 １ ５ 9 3

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

－ 7

20

合併後の主たる
営業所の所在地

１ ４ 新 総 曲 輪 1

2 0 1 都道府県名 市区町村名

3 5 10 15

合併後の主たる営
業所の所在地市町
村 コ ー ド

１ ３ 1 6

3 5

二 郎

3 5 10

代 表 者
１ ２ 富 山

の 氏 名

ヤ マ ジ ロ ウ
代表者の氏名の
フ リ ガ ナ

１ １ ト ミ

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

）県 庁 建 設 （ 株商 号 又 は 名 称 １ ０ 富 山

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

ケ ン セ ツマ ケ ン チ ョ ウ
商号又は名称の
フ リ ガ ナ

０ ９ ト ヤ

3 5 10 15 20

30

認可申請時におい
て合併存続法人が
許可を受けている
建 設 業

０ ８

2510 153 5

清
合併後に営業しよ
うとする建設業

０ ７ 1 1

通 園 井 具 水 消ガ 塗 防 内 機 絶タ 鋼 筋 舗しゆ板
　　　　＜合併存続法人又は合併により新設される法人に関する事項＞

土 建 大 左 と 石 屋 電 管

5 号第 0 1 2 3 4許可（
般

－ ）
富山県知事 特

引き続き使用する
許 可 番 号

０ ６ 1 6
国土交通大臣

大臣
コード

知事
3 5 10

合 併 の 価 格 ０ ５ ５０，０００，０００円

0 1 日

合 併
の 理 由

０ ４
合併消滅法人である富山県庁技術企画株式会社の建設業に係る事業を継続するため。

0 3 40合 併 年 月 日

3 5 7

月０ ３ 令和 年

認可申請年月日 ０ ２ 令和 年 月 日

日
富山県知事 特

3 5 7

年号 令和 月許可（
般

－ ）第

11 13 15

許 可 番 号 ０ １ 1 6
国土交通大臣

大臣コード
知事

項 番 3

地方整備局長
北海道開発局長

富山県知事 殿

申請者

　富山県富山市舟橋北町１－１１
　　富山県庁技術企画株式会社
　　　　　　　　　　代表取締役　富山　五郎
　富山県富山市新総曲輪１－７
　　富山県庁建設株式会社
　　　　　　　　　　代表取締役　富山　ニ郎

合　併　認　可　申　請　書
（第１面)

この申請書により、合併の認可を申請します。
この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

令和　　　３年　　　２月　　１日

（31）様式第二十二号の七（第十三条の二関係） （用紙Ａ４）

０ ０ 1 1 １

富山県 富山市

０７６－４４２－７９５４

5 10

１.一般

２.特定

０ ３

１.一般

２.特定

事実上の所在地と登記上の所在地と異なる場合は、申請書のみ２段書き
（登記上） ○○県○○市・・・・・・・・
（事実上） 富山県○○市・・・・・・・・

項番03「合併年月日」欄に
記載した日から30日前ま
でに申請すること。
※これより遅くなる場合に
は、係員にご相談ください。

枠内は記入しない

【押印する場合には】
法人は法務局に登録している
代表者印

提出書類である『合併契約書（写）』に記載されて
いる【合併の効力発生日】を記入すること。

提出書類である『合併契約書（写）』に記載
されている【合併の対価】を記入すること。

【合併消滅法人が有する許可番号】又は、合併
存続法人が既に富山県知事許可業者である
場合には【合併存続法人が有する許可番号】
のいずれかを記入すること。

該当する業種の下に
一般建設業：１
特定建設業：２

・濁音又は半濁音を表す文字については、濁点又は半濁点を含めて１文字として記入する。
・株式会社等法人の種類を表す文字については、フリガナは記入しない。

法人の種類を表す文字については、以下の
略語を記入する。
株式会社：（株）、特例有限会社：（有）
合名会社：（名）、合資会社：（資）
合同会社：（合）、協同組合：（同）
協業組合：（業）、企業組合（企）

姓と名の間は1文字空ける

P41[富山県市町村コード番
号」のコードを記入

・市区町村コードによって表される市区町村名に続く町
名、街区符号及び住居番号等を記入
・「丁目」、「番」及び「号」は「－」（ハイフン）を用いて記入
・登記上と事実上で異なる場合は、事実上の所在地を記
入

左詰めで記入

法人の申請者は
国税庁長官から
指定された１３桁
の法人番号を記
入する。（個人事
業主は記入不
要）
国税庁法人番号
公表サイト
http://www.houji
n-

右詰めで記入
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１．有
２．無

許可年月日

解

資本金額又は出資総額 法人番号

, ,

１．有
２．無

許可年月日

役員等、営業所及び営業所に置く専任の技術者については別紙による。

連絡先

ファックス番号　０７６－４４２－７９５４

日
富山県知事 特

所属等　　　　総務課 氏名　　　　立山　三郎 電話番号　０７６－４４４－３３１６

年 0 3 月 0 64 5 号 平成 3 0）第 0 1 2 36
国土交通大臣

許可（
般

－

5 10 11 13 15

許 可 番 号 ２ ９ 1

（ ）

大臣
コード

知事
3

2 3 4

3
建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 ２ ８ 1

5 6 7 8 9 10 （千円） 1 2 3 41 5 0 0

25

資 本 金 額 等 ２ ７

13 15 204 5 10

6

フ ァ ッ ク ス 番 号

4 4 － 4 4 4電 話 番 号 0 7 6 － 40 － 0 0 9 6郵 便 番 号 ２ ６ 9 3

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

1橋 北 町 1 － 1

20

1 6 2 0

主たる営業所の
所 在 地

２ ５ 舟

主たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

市区町村名

3 5 10 15

２ ４

五 郎

1 都道府県名

3 5 10

代 表 者
２ ３ 富 山

の 氏 名

ヤ マ ゴ ロ ウ
代表者の氏名の
フ リ ガ ナ

２ ２ ト ミ

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

（ 株 ）県 庁 技 術 企 画商 号 又 は 名 称 ２ １ 富 山

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

クギ ジ ュ ツ キ カマ ケ ン チ ョ ウ
商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

２ ０ ト ヤ

3 5 10 15 20

清
認可申請時に合併
消滅法人が許可を
受けている建設業

１ ９ 1 1

通 園 井 具 水 消ガ 塗 防 内 機 絶タ 鋼 筋 舗しゆ板
　　　＜合併消滅法人に関する事項＞

土 建 大 左 と 石 屋 電 管

月 日号 令和 年第
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
富山県知事 特

許 可 番 号 １ ８ 1 6

3 5 10 11 13 15

７ 2 （ ）

大臣
コード

知事

（用紙Ａ４）

（第２面）

3
建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 １

土石販売業、飲食業

富山市 富山市

２ ９

１.一般

２.特定

合併存続法人が建設業許可業者である場合に
記入

合併消滅法人が有する許可業
種すべてを記入すること。

・濁音又は半濁音を表す文字については、濁点又は半濁点を含めて１文字として記入する。
・株式会社等法人の種類を表す文字については、フリガナは記入しない。

姓と名の間は1文字空ける

P41[富山県市町村コード番
号」のコードを記入

・市区町村コードによって表される市区町村名に続く町
名、街区符号及び住居番号等を記入
・「丁目」、「番」及び「号」は「－」（ハイフン）を用いて記
入
・登記上と事実上で異なる場合は、事実上の所在地を
記入

左詰めで記入

右詰めで記入

法人の申請者は
国税庁長官から
指定された１３桁
の法人番号を記
入する。（個人事
業主は記入不
要）
国税庁法人番号
公表サイト
http://www.houji
n-

建設業以外に営業している
業務があれば記入

合併消滅法人が有する許可情報を記入すること。

複数の許可を受けている場合は、
最も古い許可の年月日を記入必ず担当者の氏名を記入
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行政庁側記入欄
許可年月日

解

資本金額又は出資総額 法人番号

, ,
2 3 40 0 1 0 0 10 （千円） 7 2 3 02 0 0 0

25

資 本 金 額 等 １ ６

13 15 204 5 10

6

フ ァ ッ ク ス 番 号

4 4 － 3 3 1電 話 番 号 0 7 6 － 40 － 8 5 0 1郵 便 番 号 １ ５ 9 3

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

総 曲 輪 1 － 7

20

1 6 2 0

分割後の主たる営
業 所 の 所 在 地

１ ４ 新

分割後の主たる営
業所の所在地市区
町 村 コ ー ド

3 5

市区町村名

3 5 10 15

１ ３

二 郎

1 都道府県名

3 5 10

代 表 者
１ ２ 富 山

の 氏 名

ヤ マ ジ ロ ウ
代 表 者 の 氏 名
の フ リ ガ ナ

１ １ ト ミ

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

）県 庁 建 設 （ 株商 号 又 は 名 称 １ ０ 富 山

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

ケ ン セ ツマ ケ ン チ ョ ウ
商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

０ ９ ト ヤ

3 5 10 15 20

30

認可申請時におい
て許可を受けて
い る 建 設 業

０ ８ 1

2510 153 5

清
分割後に営業しよ
うとする建設業

０ ７ 1 1 1

通 園 井 具 水 消ガ 塗 防 内 機 絶タ 鋼 筋 舗しゆ板
　　　　＜分割承継法人に関する事項＞

土 建 大 左 と 石 屋 電 管

1 号第 0 5 4 3 2許可（
般

－ ）
富山県知事 特

引き続き使用する
許 可 番 号

０ ６ 1 6
国土交通大臣

大臣
コード

知事
3 5 10

分 割 の 価 格 ０ ５ ５０，０００，０００円

0 1 日

分 割 の 理 由
０ ４

分割被承継法人である富山県庁技術企画株式会社の建設業に係る事業を継続するため。

0 3 40分 割 年 月 日

3 5 7

月０ ３ 令和 年

認可申請年月日 ０ ２ 令和 年 月 日

日
富山県知事 特

3 5 7

年号 令和 月許可（
般

－ ）第

11 13 15

許 可 番 号 ０ １ 1 6
国土交通大臣

大臣コード
知事

項 番 3

地方整備局長
北海道開発局長

富山県知事 殿

申請者
富山県富山市舟橋北町１－１１
　　富山県庁技術企画株式会社
　　　　　　　　　　代表取締役　富山　五郎

分　割　認　可　申　請　書
（第１面）

この申請書により、分割の認可を申請します。
この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

令和　　　３年　　　２月　　　１日

（32）様式第二十二号の八（第十三条の二関係） （用紙Ａ４）

０ ０ １ ２ １

富山県富山市新総曲輪１－７
　　富山県庁建設株式会社
　　　　　　　　　　代表取締役　富山　ニ郎

富山県 富山市

０７６－４４２－７９５４

5 10

１.一般
２.特定

０ ３

１.一般

２.特定

事実上の所在地と登記上の所在地と異なる場合は、申請書のみ２段書き
（登記上） ○○県○○市・・・・・・・・
（事実上） 富山県○○市・・・・・・・・

項番03「譲渡及び譲受け年月
日」欄に記載した日から30日前
までに申請すること。
※これより遅くなる場合には、係
員にご相談ください。

枠内は記入しない

【押印する場合には】
法人は法務局に登録している
代表者印

提出書類である『分割契約書（写）』に記載
されている【分割の効力発生日】を記入す
ること。

提出書類である『分割契約書（写）』に記載
されている【分割の対価】を記入すること。

【分割被承継法人が有
する許可番号】又は、
分割承継法人が既に
富山県知事許可業者
である場合には【分割
承継法人が有する許
可番号】のいずれかを
記入すること。

該当する業種の下に
一般建設業：１
特定建設業：２

・濁音又は半濁音を表す文字については、濁点又は半濁点を含めて１文字として記入する。
・株式会社等法人の種類を表す文字については、フリガナは記入しない。

法人の種類を表す文字については、下記の略語
を記入する。
株式会社：（株）、特例有限会社：（有）
合名会社：（名）、合資会社：（資）
合同会社：（合）、協同組合：（同）
協業組合：（業）、企業組合（企）

姓と名の間は1文字空ける

P41[富山県市町村コード番
号」のコードを記入

・市区町村コードによって表される市区町村名に続く町名、
街区符号及び住居番号等を記入
・「丁目」、「番」及び「号」は「－」（ハイフン）を用いて記入
・登記上と事実上で異なる場合は、事実上の所在地を記入

左詰めで記入

法人の申請者は
国税庁長官から
指定された１３桁
の法人番号を記
入する。（個人事
業主は記入不
要）
国税庁法人番号
公表サイト
http://www.houji
n-

右詰めで記入
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１．有
２．無

許可年月日

解

資本金額又は出資総額 法人番号

, ,

１．有
２．無

許可年月日

役員等、営業所及び営業所に置く専任の技術者については別紙による。

連絡先

ファックス番号　０７６－４４２－７９５４

日
富山県知事 特

所属等　　　　　総務課 氏名　　　　立山　三郎 電話番号　０７６－４４４－３３１６

年 0 6 月 0 34 5 号 平成 2 9）第 0 1 2 36
国土交通大臣

許可（
般

－

5 10 11 13 15

許 可 番 号 ２ ９ 1

（ ）

大臣
コード

知事
3

7 6 5

3
建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 ２ ８ 1

5 6 7 8 9 80 （千円） 1 2 3 43 5 0 0

25

資 本 金 額 等 ２ ７

13 15 204 5 10

6

フ ァ ッ ク ス 番 号

4 4 － 4 4 4電 話 番 号 0 7 6 － 40 － 0 0 9 6郵 便 番 号 ２ ６ 9 3

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

1橋 北 町 1 － 1

20

1 6 2 0

主たる営業所の所
在 地

２ ５ 舟

主たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

市区町村名

3 5 10 15

２ ４

五 郎

1 都道府県名

3 5 10

代 表 者
２ ３ 富 山

の 氏 名

ヤ マ ゴ ロ ウ
代 表 者 の 氏 名
の フ リ ガ ナ

２ ２ ト ミ

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

（ 株 ）県 庁 技 術 企 画商 号 又 は 名 称 ２ １ 富 山

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

クギ ジ ュ ツ キ カマ ケ ン チ ョ ウ
商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

２ ０ ト ヤ

3 5 10 15 20

清
認可申請時に分割
被承継法人が許可
を 受 け て い る
建 設 業

１ ９ 1 1

通 園 井 具 水 消ガ 塗 防 内 機 絶タ 鋼 筋 舗しゆ板
　　　　＜分割被承継法人に関する事項＞

土 建 大 左 と 石 屋 電 管

0 3 月 0 6 日1 号 平成 3 0 年第 0 5 4 3 2
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
富山県知事 特

許 可 番 号 １ ８ 1 6

3 5 10 11 13 15

７ 2 （ ）

大臣
コード

知事

（用紙Ａ４）

（第２面）

3
建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 １

飲食業

富山県 富山市

２ ９

１.一般

２.特定

２ ９

分割承継法人が建設業許可業者である場合に記入

分割被承継法人が有す
る許可業種すべてを記
入すること。

・濁音又は半濁音を表す文字については、濁点又は半濁点を含めて１文字として記入する。
・株式会社等法人の種類を表す文字については、フリガナは記入しない。

姓と名の間は1文字空ける

法人の種類を表す文字については、
下記の略語を記入する。
株式会社：（株）、特例有限会社：
（有）
合名会社：（名）、合資会社：（資）
合同会社：（合）、協同組合：（同）
協業組合：（業）、企業組合（企）

P41[富山県市町村コード番
号」のコードを記入

・市区町村コードによって表される市区町村名に続く町
名、街区符号及び住居番号等を記入
・「丁目」、「番」及び「号」は「－」（ハイフン）を用いて記
入
・登記上と事実上で異なる場合は、事実上の所在地を
記入

左詰めで記入

右詰めで記入

法人の申請者は
国税庁長官から
指定された１３桁
の法人番号を記
入する。（個人事
業主は記入不
要）
国税庁法人番号
公表サイト
http://www.houji
n-
bangou.nta.go.jp/

建設業以外に営業している
業務があれば記入

分割被承継法人が有する許可情報を記入すること。

複数の許可を受けている場合
は、最も古い許可の年月日を
記入

必ず担当者の氏名を記入
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行政庁側記入欄
許可年月日

解

１．有
２．無

許可年月日

月 日
富山県知事 特

号 令和 年許可（
般

－ ）第

11 13 15

許 可 番 号 １ ６ 1 6
国土交通大臣

大臣
コード

知事
3 5 10

3
建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 １ ５ 2 （ ）

6

フ ァ ッ ク ス 番 号

4 4 － 3 3 1電 話 番 号 0 7 6 － 40 － 8 5 0 1郵 便 番 号 １ ４ 9 3

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

－ 7

20

相 続 後 の 主 た る
営 業 所 の 所 在 地

１ ３ 新 総 曲 輪 1

0 1 都道府県名 市区町村名

3 5 10 15

富山県
相続後の主 たる
営業所の所 在地
市区町村コ ード

3 5

１ ２ 1 6 2

被相続人との続柄
１ １ 長男

二 郎

3 5 10
支配人の氏名

氏 名
１ ０ 富 山

ヤ マ ジ ロ ウ
氏 名 の
フ リ ガ ナ

０ ９ ト ミ

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

企 画県 庁 建 設 技 術商 号 又 は 名 称 ０ ８ 富 山

3 5 10 15 20

カ ク

23 25 30 35 40

ツ ギ ジ ュ ツ キチ ョ ウ ケ ン セ

20

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

０ ７ ト ヤ マ ケ ン

受けている建設業
3 5 10 15

30

て相続人が許可を
０ ６

251510認可申請時におい 3 5

1

井 具 水 消 清
相続後に相続人が営業
しようとする建設業

０ ５ 1

防 内 機 絶 通 園筋 舗しゆ板 ガ 塗石 屋 電 管 タ 鋼
＜相続人に関する事項＞

土 建 大 左 と

富山県知事 特
号0 1 2 3 4 5許可（

般
－ ）第

3 5 10

引き続き使用する
許 可 番 号

０ ４ 1 6
国土交通大臣

1 5 日

大臣
コード

知事

0 3 年 0 3 月

日

3 5 7

年

被 相 続 人 の
死 亡 日

０ ３ 令和

月認可申請年 月日 ０ ２ 令和

日
富山県知事 特

3 5 7

年 月号 令和
般

－ ）第

15

許 可 番 号 ０ １ 1 6
国土交通大臣

許可（

項 番 3 5 10 11 13

富山県知事 殿 申請者 相続人

大臣コード
知事

令和　　　３年　　　４月　　　１日

地方整備局長
富山県富山市新総曲輪１－７
　　富山県庁建設技術企画
　　　　　　　　　代表　　富山　二郎北海道開発局長

３ 1

相　続　認　可　申　請　書
（第１面）

この申請書により、建設業の相続の認可を申請します。
この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

富山市

０７６－４４２－７９５４

（33）様式第二十二号の十（第十三条の三関係） （用紙Ａ４）

０ ０ 1

１.一般

２.特定

０ ２

１.一般

２.特定

事実上の所在地と登記上の所在地と異なる場合は、申請書のみ２段書き
（登記上） ○○県○○市・・・・・・・・
（事実上） 富山県○○市・・・・・・・・

■項番03「被相続人の死亡
日」欄に記載した日から30日
以内に申請しなければなりま
せん。

枠内は記入しない

【押印する場合には】
法人は法務局に登録している
代表者印
個人は実印

市区町村に届け出た『死亡届』（戸籍法第86
条、第87条）に記載した【死亡したとき】の日付
を記入すること。

【被相続人が有する許可番号】又は、相
続人が既に富山県知事許可業者である
場合には【相続人が有する許可番号】の
いずれかを記入すること。

該当する業種の下に
一般建設業：１
特定建設業：２

・濁音又は半濁音を表す文字については、濁点又は半濁点を含めて１文字として記入する。
・株式会社等法人の種類を表す文字については、フリガナは記入しない。

姓と名の間は1文字空ける

個人事業で支配人登記して
いる場合のみ記入

P41[富山県市町村コード番
号」のコードを記入

・市区町村コードによって表される市区町村名に続く町名、街区符
号及び住居番号等を記入
・「丁目」、「番」及び「号」は「－」（ハイフン）を用いて記入
・登記上と事実上で異なる場合は、事実上の所在地を記入

左詰めで記入

相続人が建設業許可業者である場合に記入
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解

１．有
２．無

許可年月日

役員等、営業所及び営業所に置く専任の技術者については別紙による。

連絡先

所属等　　総務課 氏名　　立山　三郎 電話番号　０７６－４４４－３３１６

ファックス番号　０７６－４４２－７９５４

3 月 0 6 日年 0
富山県知事 特

号 平成 3 00 1 2 3 4 5許可（
般

－ ）第

11 13 15

許 可 番 号 ２ ６ 1 6
国土交通大臣

大臣
コード

知事
3 5 10

3
建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 ２ ５ 2 （ ）

6

フ ァ ッ ク ス 番 号

4 4 － 3 3 1電 話 番 号 0 7 6 － 40 － 8 5 0 1郵 便 番 号 ２ ４ 9 3

3 5 6 10 15 20

25 30 35 40

7総

23

曲 輪 1 －

20

1 6 2 0

主 た る 営 業 所 の
所 在 地

２ ３ 新

主たる営業 所の
所在地市区 町村
コ ー ド

3 5

市区町村名

3 5 10 15

２ ２

一 郎

1 都道府県名

3 5 10
支配人の氏名

氏 名
２ １ 富 山

ウヤ マ イ チ ロ
氏 名 の
フ リ ガ ナ

２ ０ ト ミ

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

企 画県 庁 建 設 技 術商 号 又 は 名 称 １ ９ 富 山

3 5 10 15 20

カ ク

23 25 30 35 40

ツ ギ ジ ュ ツ キチ ョ ウ ケ ン セ

20

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

１ ８ ト ヤ マ ケ ン

3 5 10 15

1

井 具 水 消 清

１ ７ 1

防 内 機 絶 通 園筋 舗しゆ板 ガ 塗石 屋 電 管 タ 鋼

（用紙Ａ４）

（第２面）

＜被相続人に関する事項＞

許可を受けていた
建 設 業

土 建 大 左 と

富山県 富山市

０７６－４４２－７９５４

２ ９

１.一般

２.特定

被相続人が有する許可業種すべて
を記入すること。

・濁音又は半濁音を表す文字については、濁点又は半濁点を含めて１文字として記入する。
・株式会社等法人の種類を表す文字については、フリガナは記入しない。

姓と名の間は1文字空ける
個人事業で支配人登記して
いる場合のみ記入

P41[富山県市町村コード番
号」のコードを記入

・市区町村コードによって表される市区町村名に続く町名、街区符号
及び住居番号等を記入
・「丁目」、「番」及び「号」は「－」（ハイフン）を用いて記入
・登記上と事実上で異なる場合は、事実上の所在地を記入

左詰めで記入

被相続人が有する許可情報を記入すること。

複数の許可を受けている場合
は、最も古い許可の年月日を
記入

必ず担当者の氏名を記入

108


